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社会資本整備審議会産業分科会不動産部会（第２７回） 

平成２８年９月１３日 

 

 

【中田不動産業課長】  それでは、定刻になりましたので、ただいまから第２７回社会

資本整備審議会産業分科会不動産部会を開催させていただきます。 

 本日は、委員の皆様方には、ご多用のところ、また雨の中、お足元の悪いところご出席

を賜りましてまことにありがとうございます。 

 私は、事務局を務めさせていただきます国土交通省土地・建設産業局不動産業課長をし

ています中田でございます。どうぞ、よろしくお願いいたします。会の開催に当たりまし

て、暫時司会を務めさせていただきますので、ご了承を賜れればと思います。 

 本日は委員３名、臨時委員１３名、あわせまして１６名のうち１５名の皆様方にご出席

賜っております。総数の３分の１以上に達しておりますので、不動産部会が成立していま

すことをご報告申し上げます。 

 なお、本日、中川委員は所用のためご欠席というご連絡をいただいております。 

 また、当部会の公開についてですが、会議は報道関係者に限り傍聴が可能で冒頭のみカ

メラ撮り可、議事録につきましては、内容について各委員にご確認いただきました後、発

言者も含めて公表ということにさせていただきたいと考えておりますが、よろしいでしょ

うか。 

（「異議なし」の声あり） 

【中田不動産業課長】  ありがとうございます。 

 それではそのような進め方にさせていただければと思います。 

 本日、お手元にお配りしております資料につきましてですが、議事次第に記載のとおり

でございます。ご確認をお願いできればと存じます。 

 あわせまして、座席表もお手元に置かせていただいておりますので、ご参照賜れればと

存じます。 

 資料の不足等がございましたら、議事の途中でも結構でございますので、事務局にお申

しつけいただければと思います。 

 また、審議の中でご発言をいただく際には、目の前にございますマイクのスイッチはオ

ン、「ＰＯＷＥＲ」というところが、まず緑でついているかと思いますが、その「ＰＯＷＥ
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Ｒ」、緑についているところを、ご発言のときは紫色のボタンを押していただいて、ご発言

が終わりましたら、また、もう一度、紫のボタンを押していただきますと、赤いのが点滅

したり消えたりするということになりますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、本日は委員改選後初めての会合になりますので、ご出席の皆様のご紹介を

させていただければと思います。 

 では、資料１がございます。資料１の委員名簿の順にご紹介をさせていただきたいと思

います。 

 まず、最初に、中田裕康部会長です。 

【中田部会長】  よろしくお願いします。 

【中田不動産業課長】  浅見泰司委員です。 

【浅見委員】  よろしくお願いします。 

【中田不動産業課長】  齊藤広子委員です。 

【齊藤委員】  どうぞよろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  井出多加子委員です。 

【井出委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  宇仁美咲委員です。 

【宇仁委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  熊谷則一委員です。 

【熊谷委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  小林勇委員です。 

【小林委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  中城康彦委員です。 

【中城委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  丹羽洋子委員です。 

【丹羽委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  濵田繁敏委員です。 

【濵田委員】  よろしくお願いします。 

【中田不動産業課長】  林徳財委員です。 

【林委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  森川誠委員です。 
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【森川委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  山田達也委員です。 

【山田委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  山野目章夫委員です。 

【山野目委員】  どうぞよろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  唯根妙子委員です。 

【唯根委員】  よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  よろしくお願いいたします。 

 なお、唯根委員でございますが、委員名簿の一番下の欄に「日本消費生活アドバイザー・

コンサルタント・相談員協会理事」とありますが、「常任顧問」の誤りでございます。失礼

いたしました。 

 続きまして、事務局幹部のご紹介をさせていただきます。 

 土地・建設産業局長の谷脇です。 

【谷脇土地・建設産業局長】  谷脇でございます。よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  大臣官房建設流通政策審議官の海堀です。 

【海堀建設流通政策審議官】  海堀でございます。よろしくお願い申し上げます。 

【中田不動産業課長】  ほか、担当課長などにつきましては、お手元の座席表のとおり

となっておりますので、ご紹介は省略させていただければと思います。 

 それでは、議事に先立ちまして、谷脇土地・建設産業局長より一言ご挨拶申し上げます。 

【谷脇土地・建設産業局長】  改めまして、谷脇でございます。 

 本日、大変お忙しい中、社会資本整備審議会産業分科会不動産部会にご出席をいただき

まして、まことにありがとうございます。 

 この部会、５年ぶりの開催ということでございます。この５年の間にいろいろな社会経

済の変化、いろいろな出来事もあったわけでございますけれども、１つだけ、非常に大き

な構造的な変化という点で申し上げれば、この５年の間に、日本の総人口が１００万人ほ

ど減少しております。一方で、４００万人ほどの高齢者の方が増えているということで、

本格的な人口減少、超高齢化社会というものが現実に始まってきているというところかと

思っております。 

 今まで日本の成長を支えてまいりました、勤勉で非常に豊かな労働力が減少するという

状況になっているわけでございます。そういう中で、持続的な経済成長をどのようにして



 -4- 

続けていくのか、あるいは国民の皆様の暮らしをどのように向上をさせていくのか、ある

いは世界のいろいろな国がいろいろな発展をしておるわけでございまして、そういうよう

な国々とどのように伍していくのかと、いろいろな課題がたくさん出てきているわけでご

ざいます。 

 私ども国土交通省あるいは政府全体といたしまして、大きく幾つかの課題に取り組んで

おります。 

 たくさんの課題がございますけれども、１つは、地方創生ということ。もう一つは、１

億総活躍。それと、生産性の向上。私ども国土交通省では、特に生産性革命本部という、

「革命本部」という名前に非常に力が入っているわけでございますけれども、この革命本

部というものを設置いたしまして、生産性の向上、国土交通省のあらゆる分野でこれを実

現していこうといったような取り組みも進めているところでございます。 

 そういう中で、ＧＤＰの１割強を占めて１３０万人ほどの方々が働いておられます不動

産分野の果たす役割というのは非常に大きい。いろいろな課題に対応していく必要がある

というように考えております。特に、この前の国会で改正をさせていただきました宅地建

物取引業法の件でございますけれども、やはり法律の改正の大きな目的でもございました

が、住み替えを円滑にしていくといったような観点から、既存住宅の流通の活性化を図っ

ていく必要があるということで、改正をさせていただいたところでございます。 

 今般の不動産部会におきましては、まず、この法改正をしっかりと施行していくための

ご議論をお願いできればと思っておりますけれども、それにとどまらずに、今後の日本の

発展のために、不動産分野でどういうことを行う必要があるのかと、そういった大きなテ

ーマにつきましても、ぜひ、ご議論をいただければというように思っているところでござ

います。 

 委員の皆様方、大変お忙しい中、ご参加をいただきましてほんとうにありがとうござい

ます。これから、忌憚のないご意見を賜りたいと思っております。よろしくお願いいたし

ます。 

【中田不動産業課長】  ありがとうございました。 

 それでは、議事に入らせていただきたいと思います。以降は、中田部会長に進行をお願

いしたいと思います。 

 カメラ撮りについては、もうよろしいですか。では、カメラ撮りはここまでということ

にさせていただいて、部会長に以降のご進行をお願いしたいと存じます。 
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 また、最初の部会でございますので、できますれば、部会長に一言ご挨拶を賜れれば幸

いでございます。どうぞ部会長、よろしくお願いいたします。 

【中田部会長】  部会長を仰せつかっております中田でございます。 

 不動産部会のテーマは、ご承知のとおりさまざまな分野にわたるものでございます。今

回の既存住宅の流通促進というのも、まさにそういうテーマでございます。この部会には、

各分野のエキスパートの皆様がご参加いただいております。ぜひ、活発なご意見を賜りま

して、実り多い成果を上げることができればと思っております。不慣れではございますが、

司会進行役を務めさせていただきますので、何とぞよろしくご協力のほどをお願い申し上

げます。 

 それでは、不動産部会の議事を進めたいと思います。 

 お手元の議事次第にございますように、本日の議題は、不動産部会の開催趣旨等につい

て。不動産政策に関する最近の動向、取り組みについて。今後のスケジュールについて。

そして、改正宅地建物取引業法の施行に向けてでございます。 

 早速、中に入らせていただきます。 

 最初は、議事２でございます。事務局より不動産部会の開催趣旨等について、資料２に

基づき説明をお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  それでは、１枚紙になりますが、資料２をご覧賜れればと思い

ます。 

 久々の開催であり、今年度最初ということで、この不動産部会をどういう趣旨で開催さ

せていただくかというのを１枚に、簡単ではございますけれどもまとめさせていただいて

おります。 

 お手元の紙にございますが、１の開催趣旨。まず、私どもの局長のご挨拶にありました

けれども、本格的な人口減少・少子高齢化という中で、国民資産の有効活用あるいは既存

住宅ストックの流通市場の拡大、あるいはライフステージに応じました住み替えの円滑化、

こういったことで、時代の変化に伴う不動産市場の環境整備というのが、今の時点で、も

う一度、重要なテーマとして考えるべきではないかという認識に立ってございます。 

 ２つ目にありますが、こうした中で、６月に公布しました改正宅地建物取引業法におい

ては、建物状況調査ということで、インスペクションを中古不動産売買の一過程に取り込

んで、きちんと手続として踏んでいただくという改正も行わせていただいたところでござ

います。 
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 ３つ目にまとめさせていただきましたが、以上のような状況の中で、まず、インスペク

ション制度について、さらに具体的な制度設計を進めるということもございますし、また、

今日の不動産政策をめぐる諸課題について幅広いご検討をいただくということで、本部会

を開催させていただくという趣旨でございます。 

 主な検討事項についてでございます。まず、インスペクション制度の具体化に向けまし

て、本日、後半になりますけれども、種々の課題についてご審議をいただくということと

あわせまして、今日の不動産政策をめぐる諸課題についても、随時、委員の先生方のご発

言、アドバイスを賜っていきたいと存じます。 

 以上でございます。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 ただいまのご説明につきまして、ご質問等がございましたら、ご自由にお出しいただけ

ればと思います。 

 よろしいでしょうか。それでは、次に進ませていただきます。 

 次は、議事３、不動産政策に関する最近の取り組みについて、動向についてということ

でございます。事務局よりご説明いただきます。資料３－１と資料３－２に基づいてご説

明をお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  それでは、資料３－１は、国土交通省の生産性革命プロジェク

トのパンフレットになっているかと存じます。 

 冒頭でございますので、不動産行政を取り巻きます最近の話題について、まず２点ほど

ご報告申し上げたいと存じます。 

 まず、そのパンプレットの生産性プロジェクトでございますが、本年度につきましては、

政府を挙げて生産性向上ということで取り組んでいるわけでございますが、国土交通省に

おきましても、この生産性というのを１つのキーワードに、全省を挙げて対策というもの

を取りまとめているところでございます。 

 めくっていただきまして１ページに、いま、なぜ、「生産性革命」なのかという表題を打

っているページがございます。 

 下のほうに３つの円がございます。私どもの国土交通省全体としての考えでございます

けれども、社会全体の生産性を高めて、持続的な経済成長、成長を図っていくということ

で、本年、平成２８年を「生産性革命元年」と位置づけて、生産性向上につながるストッ

ク効果の高い社会資本整備・活用、あるいは関連産業の生産性向上、あるいは新市場の開
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拓を支える取り組みの加速化ということで、１３のプロジェクトを掲げておりますが、大

きくは、下の絵にございますように３つの切り口から整理してございます。 

 １つは、「社会のベース」の生産性を高めるプロジェクトということで、実は、この後、

紹介させていただきますが、土地・不動産の最適活用といった不動産関係の話もここにご

ざいます。また、ビッグデータを活用した効率的な渋滞対策なども社会のベースの生産性

を高めるということで整理させていただきました。 

 次に、「産業別」の生産性を高めるプロジェクトということで、例えば建設生産システム

のＩＣＴの全面活用などが含まれます。 

 また、３つ目の「未来型」投資・新技術で生産性を高めるということでは、質の高いイ

ンフラの海外展開、こういったような話を整理させていただいているところでございます。 

 不動産関係につきましては、めくっていただきまして１４ページに「土地・不動産の最

適活用による生産性革命」ということで、プロジェクトを１つ立てさせていただいており

ます。主に不動産投資のほうを中心としたプロジェクトを１つ挙げておりますけれども、

土地・不動産につきましては、流動化を通じた有効活用を図りまして、国民サービス向上

あるいは需給のミスマッチの解消、新たな需要の創出が大事だということで、下半分の欄、

「主な対策」とございます。昨今、訪日外国人の方の増加あるいはインターネットで物品

販売、電子商取引が拡大しているというもろもろのことなどを含めまして、特に黄色の部

分につきましては、いわゆる都市力の向上ということで３つほど挙げさせていただいてお

ります。 

 不動産投資に係りますＪ－ＲＥＩＴ等への支援を拡充する。税制等を通じた拡充。それ

から、２つ目にございますが、各種都市の事業案件がありますけれども、その案件形成の

一層の加速化のための規制緩和など。さらには、土地につきましては、需要を的確に踏ま

えた形での流通の円滑化あるいは流動化を促進し、投資や買いかえなどを進めるというよ

うなことを挙げさせていただいています。 

 また右手でございますが、緑色の部分は、どちらかといいますと地域の活性化というこ

とに関係があるかと思います。昨今、空き家が増えているという一方で、少額の資金を投

資に回して事業の展開を図るというような動きがありますけれども、例えば最初のところ

にございますように、小口投資を集めて空き家再生のための新たな制度、今、なかなか使

える制度がないということで、こういう制度を創設していく。あるいは２つ目にございま

すが、地域が連携して空き家とか、空き店舗も含めまして、移住や起業などの場として管
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理・活用する取り組み、枠組みを広げるといったような取り組みをさせていただくという

ことを予定してございます。 

 また、そういったことを全体として支えるためには、情報基盤がしっかりとしていない

といけないということで、青い部分でございますが、不動産情報の、より早く、より便利

な提供、鑑定評価の充実といったことに取り組ませていただいて、２０２０年ごろ、ＲＥ

ＩＴ等の資産総額を３０兆円にするということを１つの目標数値として掲げさせていただ

いているところでございます。 

 不動産関係については、今のところこの１つを登録させていただいていますが、生産性

プロジェクトという名のもと以外にも、この後、いろいろ出てきますけれども、諸課題が

ございます。こういったことについても、本審議会でご議論を賜れればと考えているとこ

ろでございます。 

 それが資料３－１でございまして、もう一つ、恐れ入ります。資料３－２という紙をご

覧いただければと思います。 

 昨年１年間かけまして、国土審議会の企画部会になるわけでございますけれども、私ど

もの土地・建設産業局で、今後の土地政策の新たな方向についていろいろご審議賜って、

本年８月４日に取りまとめたものでございます。これにつきましても、土地あるいは不動

産の活用と管理ということがテーマになっております。 

 ご覧いただきまして１ページ、少し文字が多くて恐縮ですが、真ん中のほうに土地政策

の新たな方向性というところがございます。その中に、赤字になっているかと思いますが、

まず１つは最適活用というような考え方でございます。これは、成長分野の需要に的確に

対応して、時期を逸することなく、必要な調整を経て資金や土地・不動産を供給していく

というような最適活用を図るものです。それから、２つ目、真ん中には創造的活用という

ことで、活用の選択肢を増やす、あるいは隠れた需要をどんどん顕在化していくというよ

うな取り組みが重要ではないかということです。３つ目には、放棄宅地化の抑制というこ

とで、空き家や空き地になってしまうという流れも、抑制していかないといけないという

ような大きな方向を掲げていただいております。 

 めくっていただきまして、具体的な施策展開ということについて、１枚まとめさせてい

ただいております。 

 まず、大きな最適活用の実現ということにつきましては、①にございます、きちんとし

た成長分野の土地需要を踏まえた形で、土地・不動産活用の円滑化を重点的に進めるとい



 -9- 

うものです。例えばインター周辺の土地利用、農地をどう活用するかとか、そのような話

ももろもろ伺うわけでございますけれども、官民双方の調整が円滑に開始できるような場

づくりであるとか、そういった取り組みが重要ではないかとご提言いただきました。 

 ②でございますが、不動産投資の環境整備ということで、先ほどの生産性プロジェクト

に掲げてあるような内容でございますけれども、Ｊ－ＲＥＩＴなどによる投資促進のため

の税制支援あるいは不動産特定共同事業といった法制度がございますが、これについて、

さらに制度の充実を図るべきだという話をいただきました。 

 あるいはＰＲＥとございますけれども、公共団体の持つ公的不動産、これをもっと有効

活用すべきではないかと、そのような話をいただいているところでございます。 

 また、③でございますけれども、これは、投資とか円滑な借りかえを通じた不動産スト

ックをフロー化する、流動化するという取り組みを、さらに進めるべきではないかという

話をいただきました。 

 また、右手になりますが、２．創造的活用の実現というところにつきましては、やはり

空き家・空き地問題というのが大きな課題となってございます。 

 ①の最初のところにございますように、行政、住民、宅地建物取引業者等の協議会等を

通じて、地域全体あるいはマーケット全体で活用する取り組み、枠組みをつくって進める

べきではないか、あるいは、空き家・空き地バンクについて、全国的にきちんと使える形

で集約化する、または標準化するべきではないかというような話をいただいております。 

 また、②のほうの志ある資金の活用ということについては、昨今、クラウドファンディ

ングということで、小口の投資で事業を支援する動きも広がってございますけれども、そ

ういうものを活用しながら、空き家・空き店舗再生の枠組みをきちんとやるべきだという

ような話をいただきました。 

 また、左手下にあります３．最適活用・創造的活用を支える情報基盤の充実ということ

では、例えば①のオープンデータ化ということで、行政が保有します土地・不動産情報に

ついて、もう少しいろいろなデータの種類、提供方法を考えて、民間のほうでいろいろ活

用できる状態にしていくべきではないかという話をいただきました。さらには、④にござ

いますが、土地・不動産活用のための鑑定評価というのを、もっと充実していくべきでは

ないかという話をいただきました。 

 また、４．放棄宅地化の抑制につきましては、所有者不明土地についてどうするかとい

ったことについて、今後、本格的な議論をしていくべきだというような取りまとめをいた
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だいているところでございます。 

 私どもとしましては、こういった提言を踏まえまして、今、予算、税制等、次年度の改

正等に向けた取り組みを進めているというところでございます。 

 少し駆け足で恐縮でございますが、私どもの今の不動産業の政策について、取り組みの

状況は以上のとおりでございます。よろしくお願いいたします。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 資料３－１、生産性革命プロジェクト、資料３－２、土地政策分科会企画部会の取りま

とめについてご説明いただきました。 

 このご説明につきまして、ご質問等がございましたら、特に順番はつけません、資料３

－１でも３－２でも結構でございますので、お出しくださいますようお願いします。 

 どうぞ、山田委員。 

【山田委員】  資料３－２の２ページ目の２番、創造的活用の実現の②の志ある資金等

の活用とあるのですが、この志ある資金等というのが、具体的にどういうようなものか、

ちょっと私、内容がわからなかったので教えていただければと思います。 

【中田不動産業課長】  恐れ入ります。明確な定義というよりかは、例えば東日本大震

災のときに事業ができなくなって、それを立て直そうとするときに、ほとんどリターン、

もうけはなかなか出ないかもしれないけれども、少額かもしれないけど、７万円でも８万

円でも、あるいは１万円でも２万円でも、お金を拠出して、それで事業経営をしていただ

くということが広がりました。そういう延長でございますけれども、収益は少ないかもし

れないけれども、何とかその事業を応援しようという気持ちで、今までの投資とは違った

形で事業参画する、そういう資金を広く「志ある資金」というように言わせていただいて

おります。 

【中田部会長】  山田委員、よろしいでしょうか。 

【山田委員】  はい。 

【中田部会長】  ほかに、いかがでしょうか。 

 では、順番に。小林委員の後、唯根委員ということでお願いします。 

【小林委員】  小林でございます。 

 最適活用の実現というところで、ご質問をさせていただきたいのですが、先ほどちょっ

と例を挙げられた、例えばインター近くの土地の利用とかおっしゃっていました。 

 それで、私どもの会員のほうから、いつもいろいろ要望が出てくるのですけれども、例
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えば市街化調整区域あるいは農地転用の問題とか。今後、こういう問題について、今まで

の規制の緩和ということを考えておられるのかどうか、ちょっとお聞かせいただきたいと

思います。 

【中田不動産業課長】  国土審議会のほうでもいろいろ議論が出ましたけれども、農地

転用がなかなか進まないなどいろいろな事情があるのを、もう少し何とかすべきではない

かというお話をいただきました。 

 私どもとしましては、土地・建設産業局、それから農林水産省ともいろいろお話し合い

もさせていただいているのですけれども、今、ほんとうに土地利用という、その目指すと

ころがあるのになかなかできないということがあるとすれば、それは、どういうようなと

ころがネックになっているのかというところも含めまして、関係省庁と話をしているとこ

ろでございます。その中で、広く全国的に対応が必要なものがあれば、前に進めるように、

まさに調整しているところでございますので、ご指摘いただいた規制緩和あるいは手続の

簡素化のようなことも含めまして、関係省庁とさらに検討を進めてまいりたいと思います。 

【中田部会長】  よろしいでしょうか。 

【小林委員】  はい。 

【中田部会長】  それでは、唯根委員、お願いします。 

【唯根委員】  ありがとうございます。唯根です。 

 資料３－２の最適活用の実現の①と、２の創造的活用の実現のところに、①の中には官

民対話等の支援、そして場づくりという言葉、それから２の創造的活用の実現の①のとこ

ろに、「行政、住民、宅地建物取引業者等の協議会等を通じ」というご説明があるのですが、

これは、既に具体的にある組織なり関係機関というものを使ってというご提案なのか、そ

れとも、これから一から始めるものなのか、もしわかれば教えていただければと思います。 

 以上です。 

【中田不動産業課長】  まず、最適活用、左手の①のところでございます。ただいまも

お話がありましたけれども、例えば農業との調整とか、そういうことになると、農林水産

省関係の機関も該当しますので、そういう関係機関と話しながら、民間の方がうまく入れ

るような仕組みをどうしたらよいかというのを、今、検討を進めさせていただいていると

いうのが左手の①でございます。右手、空き家・空き地のことにつきましては、現時点で

も、これは各地域によって違うのですが、宅地建物取引業者と自治体が一緒になって、空

き家・空き地対策に取り組まれているところも出てきております。そういった行政と民間
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の皆様方とが一緒になって、初めて解決すべき地域問題が多くございますので、私どもと

しましては、そういった地域の協議会というような形になるかもしれませんけれども、そ

ういう地域的な取り組みを後押しするような予算制度などの検討を進めさせていただいて

いるところでございます。 

【中田部会長】  よろしいでしょうか。 

 どうぞ。 

【唯根委員】  そうしますと、今、消費者庁が、消費者安全法の中で地方協議会という

ものをつくって、コミュニティーというか地域のいろいろな課題を関係者総出でやってい

こうという協議会をつくるようにという施策を、随分進めているのですけれども、こうい

ったところとの連携というのもお考えでしょうか。 

【中田不動産業課長】  ありがとうございます。 

 ここに掲げてございます空き家・空き地問題というところに焦点が行っておりますけれ

ども、今現在、進めつつある地域的な取り組みというのを生かした形で、地域的な課題の

解決に取り組んでいきたいと思います。 

【唯根委員】  ありがとうございます。 

【中田部会長】  ほかに、いかがでしょうか。 

 どうぞ、齊藤委員。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。 

 ２のところ、創造的活用の③広く豊かな土地利用の推進の１つ目の、所有者と第三者を

マッチングさせる新たな仕組みの検討、すみません、何をどういうふうにするのか想像で

きないもので、もう少しご説明いただけたらと思います。 

【中田不動産業課長】  恐れ入ります。こちらは、これからの大きな課題でもございま

す。 

 まず、マッチングというためには、それを支えるデータとか、きちんとした情報がない

といけないということで、まずは空き家・空き地バンクの整備などを進められております

が、その延長で、きちんとした情報を欲している人と、情報を出す人を、うまく結びつけ

る仕組みというのを、さらに構築したいということで、すぐにというよりかは、まず空き

家・空き地バンクを整備した次のステップとして取り組んでいくというようなことを考え

てございます。 

【中田部会長】  どうぞ。 
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【齊藤委員】  すみません、そうすると、「第三者」というのは利用希望者というように

考えればよろしいのですか。ちょっと第三者というのは、どういうものかなと。 

【中田不動産業課長】  すみません、第三者といいますが、利用希望者ということにな

ると思います。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。 

【中田部会長】  ほかにいかがでしょうか。大体よろしいでしょうか。 

 それでは、次に進ませていただきます。 

 今度は、議事４でございまして、今後のスケジュールにつきまして、事務局から資料４

に基づきご説明をお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  恐れ入ります。それでは、資料４、今後のスケジュールについ

てという紙をめくっていただければと思います。 

 まず、１ページ目で、本審議会の１つの大きなテーマになりますインスペクションに関

するご説明を進めさせていただければと思います。 

 １ページ目、宅地建物取引業法の改正でございますが、この６月３日に公布されてござ

います。 

 中身につきましては、その四角の中、少し文字が多くて恐縮ですが、既存建物取引時の

情報提供の充実ということで、特に紫の部分がインスペクションという部分になってくる

かと思います。インスペクションの導入の背景としては、購入者の方が住宅の質に対する

不安を抱えており、安心・安全な取引をどうするかが課題となっていることが挙げられま

す。特に、既存建物については個人間の売買というのが多く、一般消費者である売主に広

く情報提供を求めることや瑕疵担保責任を負わせることも困難というような事情もござい

ます。 

 こうした中で、不動産取引のプロである宅地建物取引業者が、専門家による建物状況調

査（インスペクション）の活用を促すことで、安心な取引ができる市場環境を整備したい

ということで今回の改正を行わせていただいております。 

 左手のほうに、「取引フロー」という流れがございます。大きく法改正させていただいた

のは３点でございます。この「取引フロー」においては、上から下に手続が流れるわけで

すけれども、まず赤い部分です。①媒介契約締結時についてはということで、新たな措置

内容、①の真ん中の欄になりますが、宅地建物取引業者がインスペクション業者のあっせ

んの可否を示して、媒介依頼者の意向に応じてあっせんするということを規定しておりま



 -14- 

す。「インスペクションをしますか、しませんか」と依頼者に確認する。依頼者が希望する

なら、インスペクションを実施する業者を紹介しますというような手続を踏んでいただく

というのが１つ。 

 それから、インスペクションを実際にした後のことになってきますけれども、②重要事

項説明時になります。青い部分になりますが、重要事項説明時には、きちんと宅地建物取

引業者からインスペクション結果の概要を買主に対して説明していただくという手続が２

つ目でございます。 

 ３つ目が、売買契約締結時になります。インスペクションをした結果、それを売主と買

主が相互に内容を確認していただいて、書面で宅地建物取引業者から交付するという手続

で、後々のトラブルが生じないように手続をしていただきたいということです。大きくこ

の３つの手続が、今回の法改正で規定されたというものでございます。 

 目標としまして、成果指標とありますが、こういった取り組みを通じて、既存住宅流通

の市場規模を、平成２５年の４兆円から平成３７年の８兆円に拡大する。あるいはインス

ペクションを受けた上で、既存住宅売買瑕疵保険の加入を、今の５％から２０％へと増加

させる。こういった目標を掲げて取り組みを進めていくというようなことを内容としてご

ざいます。 

 その他、２つ目、３つ目がございます。２には、不動産取引により損害を被った消費者

の確実な救済を規定しております。ピンクの部分でありますけれども、営業保証金・弁済

業務保証金の弁済対象者から、宅地建物取引業者を除外するという規定でございます。 

 あるいは３つ目、緑の部分でございますが、宅地建物取引業者の団体による研修をきち

んとやっていただくような努力義務が規定されたというものでございます。 

 今回の審議会では、このインスペクションの部分について、手続を定めたものの、より

具体的にどうしていくのかというところが、まだきちんと制度設計、詳細が詰まっていな

いところもございますので、審議会のご指導を賜りながら内容を詰めていきたいというよ

うなものでございます。 

 めくっていただきまして２ページになります。 

 宅地建物取引業法改正の今後の施行でございますが、改正の内容によって、公布から２

年以内の施行あるいは１年以内の施行というので分かれてございます。上の青い部分、建

物状況調査関係とありますが、これは、インスペクションに関する部分でございますが、

インスペクションについては、公布から２年以内の施行ということになっております。 
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 また、先ほどの１ページ目、２つ目のピンクの部分、３つ目の緑の部分などにつきまし

ては、公布から１年以内に施行ということで、２段階の施行になっているわけでございま

す。 

 特に、青い部分のインスペクションに関しては、公布から２年以内の施行ではございま

すけれども、改正法を円滑に施行し、宅地建物取引業者の実運用につなげていただくため

には、できるだけ早く、インスペクションなどの内容を詰めて、皆様方に周知を図ってい

くということが必要となりますので、今後の段取りにつきまして３ページをご覧いただけ

ればと思います。 

 ３ページのスケジュールについてということで、上の段は不動産部会のスケジュールと

いうことで、今、事務局のほうで考えさせていただいているものでございます。下の段は、

今後の法施行をどうしていくかということで書かせていただいております。まず、下の段

の法施行の展望をいたしますと、公布から１年以内に施行するものというのは、６月に公

布したものですから、一応、私どもとしては来年の春ぐらいの施行というのを、今、念頭

に置いてございます。そうしますと、来年の春までにきちんとした関係省令あるいは通知

等の整理をしていく必要があるだろうと考えております。 

 また、インスペクションにつきましては、公布から２年以内の施行、ここでは平成３０

年度の春のところを念頭に置いておりますけれども、この平成３０年度の春を念頭に置き

ましても、周知をして宅地建物取引業者の皆様方にきちんと手続をしていただくというよ

うなことを考えると、やはり１年ぐらいかかるのではないかと考えます。そうすると、公

布から１年以内の施行のものと同じように、来年の平成２９年度の春を念頭に諸準備を進

めていく必要があるのではないかというようなことを考えているところでございます。 

 次に、上の段の不動産部会のスケジュールのところをご覧いただければと思います。こ

の不動産部会におきましては、まずは改正法の施行に向けまして、インスペクション制度

の具体化などについてご審議賜りたいと思っておりますけれども、この審議を、関係省令

等の整備を考えますと、できれば年内を１つのめどとして、整理をしていただければとい

うように考えているところでございます。 

 また、不動産をめぐります政策的諸課題、それは空き家・空き地対策あるいは既存住宅

の流動化、その他もろもろございますけれども、これについても、あわせてご審議賜りた

いと思っている次第でございまして、ピンク色で記載しているところでございますが、本

日９月１３日、次回１１月９日、次々回１２月の後、点々となっておりますけれども、引
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き続きご審議賜りたいと思っているところでございます。まずは、年内のこの３回をめど

として、インスペクションの制度の具体化というところを、取り急ぎ、ご審議賜れればと

いうようにスケジュールを描いているところでございます。 

 少し説明が長くなりましたが、以上でございます。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 インスペクションの制度化につきましては、この後の議事で資料５というのがございま

して、そちらで、またご審議賜りますので、ここでは、資料４につきまして、ただいまの

ご説明についてのご質問、あるいはスケジュールについてのご質問等をいただきたいと存

じます。 

 小林委員、その次に齊藤委員。 

【小林委員】  すみません、では、お先に。 

 １ページなのですけれども、インスペクション制度で、買主の保護になるということと、

建物の質を踏まえた判断に有利な影響を及ぼすということなのですけれども、逆に、消費

者が売主の場合に、売主にとっては、既存建物で、しかも仮に３０年近くたっていれば、

当然、瑕疵はあるだろうという判断ができるわけで、インスペクションした結果、建物の

評価、全体的な媒介に影響が出るということが、果たして受け入れられるのかという疑問

が残ります。 

 売買価格に、既存住宅の場合に建物評価が果たして乗っているのか。もう前から議論が

ありまして、実は、我々の査定というのは、もう２０数年たてば建物価格はゼロが基本な

のです。だから、土地値で出しているわけですから。そこでインスペクションをして、仮

に主要構造部に欠陥が見つかったときに、これを改善しなさいと。見つからなければ瑕疵

保険に入れるということになるのですけれども、見つかった場合にどうするのかと。価格

ダウンは免れない。 

 そうなれば、例えば、主要構造部に欠陥があって、耐震性能が極度に落ちているという

場合に、数百万の改修費用をかけて売主がやるのか。これは、おそらくやらないだろうと

思うのです。それならば、解体して更地にしてしまったほうが数段安く上がるということ。 

 だから、こういうところは、売主の積極的な意思を、インスペクションについては求め

ていくというのがなかなか難しいのだろうと思うのです。 

 １つ解決策としては、今後、建物の価格評価というものをきちんとしていかないと、建

物に欠陥があった場合に、では、この分をお引きしますという交渉の材料には絶対になら
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ないのです。その辺は、正当な評価を建物に、基準的なものをつくって、きちんと乗せら

れるのかどうか、こういうことを考えていかないといけないのかなというように思ってお

りますが、それについてご意見をいただきたいと思います。 

 それと２ページなのですけれども、３７条１項です。今度、追加されたものですけど、

既存の建物である場合に、構造耐力上主要な部分等の状況について双方が確認した事項を

記載しなさいというように書いてございますけれども、これは、合意した事項がなければ

書かないのでよいのかどうか、これは質問させていただきたいと思います。 

 以上です。 

【中田部会長】  今の２点について、お答え、お願いします。 

【中田不動産業課長】  まず、１点目の建物価格評価の話でございます。私どもとして

も、既存住宅流通市場をどうするかという意味で、適切な評価・価格査定というのが大事

だということで、昨年、不動産鑑定士の鑑定評価と宅地建物取引業者が用いる既存住宅価

格査定マニュアルの改正を行ったところでございます。その効果が、実際、どこまで出て

いるのかなどについて、今、フォローアップもさせていただいておりますが、なかなか、

一朝一夕ですぐに効果が出るところまで来ていない現状もございますけれども、評価の話

というものの重要性については、皆様方のご指摘のとおり、私どもも非常に大きいと思っ

ておりますので、引き続き対応を進めさせていただくように考えたいと思います。 

 ２点目でございますが、今、まだ検討途上でもございますけれども、一応、合意がなけ

れば書かなくてよいということを念頭に、作業的な詰めを進めているところでございます。 

【中田部会長】  それでは、齊藤委員。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。 

 ちょっと確認なのですが、この「既存住宅」というのは戸建だけでしょうか。中古のマ

ンションも含まれているのでしょうか。 

 マンションが含まれていると、共用部分と専有部分があって、建物のインスペクション

のやり方とか、主体者、調査のやり方が変わってきますので、確認させていただきたいと

思います。 

【中田不動産業課長】  インスペクションの話につきましては、また後ほど出てまいり

ますが、既存戸建だけではなくて、中古のマンションも念頭に置いてございます。戸建あ

るいはマンションを想定したインスペクションのガイドラインというのも、国土交通省の

ほうで出させていただいておりますので、後ほど紹介をさせていただければと思っており
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ます。 

【齊藤委員】  わかりました。そうすると、共通していることもあるし、分けて考えな

くてはいけないこともあると思ってよろしいですね。ありがとうございます。 

【中田部会長】  誰が、どの部分まで調査するか、これはまた次のところで詳しくご検

討いただきますが、とりあえずマンションも入るということで。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次も関連いたしますので、また必要があれば、こちらもご参照いただければ

と思います。 

 引き続き、事務局から改正宅地建物取引業法の施行に向けてということで、資料５に基

づいて説明をお願いします。 

【中田不動産業課長】  恐れ入ります。いろいろな案件、駆け足の説明になって申しわ

けございません。 

 本日のご議論で、後半になってきまして、このインスペクション、法改正に伴うところ

の最初のポイントにかかわる事項についてご審議をということで、資料を用意させていた

だいております。 

 めくっていただきまして、資料５の１ページをご覧賜れればと存じます。本日は、まず

インスペクションに係る論点ということで、大きくは①、誰が調査するのかということで、

実施する者の要件というのをどう考えたらよいのかということでございます。 

 ２つ目には、どういった部分まで調査するのかということでございます。先ほど、齊藤

委員のご指摘もございましたけれども、調査対象範囲をどうしていくのかというようなと

ころで、大きな方向についてご意見を賜れればと思います。 

 また、（２）でございますが、標準媒介契約約款の見直しということで、その下のフロー

図でございます。法改正に伴いまして、大きく３つの段階で手続を定めておりますけれど

も、まず、本日は、媒介契約締結時におきまして、媒介契約の約款などをどうしたらよい

のかという点につきましてご議論を賜りたいと思っております。重要事項説明、売買契約

の締結段階の話については、次回、また改めてご審議賜るように準備させていただければ

と思います。 

 それでは、まずインスペクションに係る論点というので、めくっていただきまして、２

ページをご覧賜れればと存じます。 

 国会のご審議の中で幾つかご意見をいただいております。また、政府のほうでご答弁さ
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せていただいている次第でございますが、一番上の○でございます。まず、建物状況調査

を実施する者について、建築士以外に、例えば建築施工管理技士、宅地建物取引士もいら

っしゃいますけれども、ほかの有資格者の方はどうなのかというようなことの質問でござ

います。 

 私どもとしましては、典型的には建築士でというようなご答弁をさせていただいていま

すが、そのほかの者はどうであるかということについては、この青字の部分になりますが、

建物状況調査を実施する者につきましては、まず①建物の設計・調査の専門知識があるこ

と、これが大前提だろうと考えております。次に②指導・監督などの仕組みが制度上確保

されていること。例えば建築士法があって、何かの際には行政当局として対応も考えられ

るという、そういう制度上の枠組みがある。さらに③必要な人数が確保される。やはり人

数が確保されないと全国的な実施が難しい面があるということで、この３つの要件が必要

ではないかというような答弁をさせていただいております。 

 建築士以外につきましては、こうした要件に該当するか、今後、慎重に検討していきた

いというようなことで整理させていただいておりまして、この点、まず、今日、ご審議を

賜っていきたいという１つでございます。 

 それから、２つ目の○でございます。宅地建物取引業者が適切にインスペクション業者

のあっせん、インスペクションの説明が行える環境を整備することが重要と考えるが、国

としてどのように取り組んでいくのかと質問を頂いております。宅地建物取引業者の手続

として、法律上、定めたということでありますけれども、きちんとそれが実運用、実ビジ

ネスの中で担保されるためには、どういう取り組みをしていくのかということでございま

す。私どもとしては、青字の部分でございますが、消費者が理解しやすく、また、宅地建

物取引業者が適切に説明を行えるように、媒介契約書、あるいは重要事項説明書の標準書

式、建物状況調査の報告書のひな形というのをきちんとつくっていきたい、それを周知す

るように努めていきたいと、このような話をさせていただいております。また、この部分

については、本審議会でいろいろご指導を賜りたいと考えているところでございます。 

 その他、３つ目の○に「有効期間内」とありますが、インスペクションを実施しても、

大分前に実施したものなどは、なかなか使えないのではないかという話がありました。あ

るいは、１年以内とか３カ月前とか、そういう直近の建物状況調査結果があっても、その

間に自然災害ということで、地震があったりした場合に、それが有効かどうかを考える必

要があるのではないかと、このようなご質問がございました。 
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 私どもとしましては、自然災害などの発生状況に関する情報提供というのは重要であり、

消費者保護の観点も踏まえて、今後、引き続き検討したいという話をさせていただいてお

ります。 

 それから、４つ目の○でございますが、今回の法改正を踏まえて、業界団体の協力を得

ながら、インスペクションが、どの程度、行われるのか、やはりデータ、数字としてきち

んと整理していく必要があるのではないかというような話もいただいております。この辺

は、インスペクションの活用実態の把握、あるいはさらなる活用の促進のために、どうし

たらよいのかといったことについて、業界団体の皆様と連携・調整して、できれば毎年度

の実施報告をどのように行うかということを整理していきたいというようなことを考えて

いる次第でございます。 

 国会では、そういう審議があったということで、本審議会で、本日、ご意見を賜りたい

ところには、２ページの上の２つの○の部分が関係してくるかと思いますが、まず１点目、

インスペクションを実施する者の要件として、どう考えたらよいのかというので、３ペー

ジをご覧賜れればと思います。 

 インスペクションにつきましては、誰がやるのかということですけれども、建物状況調

査の第三者性、公平性をどう担保するのか。インスペクション実施のための十分な体制を、

どう考えたらよいのか。特に、地方部におきましては、インスペクターと呼ばれる方々も

そう多くないというような事情もある中で、どうしたらよいのかということで、いろいろ

議論がなされたところでございます。 

 国会審議における政府答弁という黒字の下に、赤字がございます。今、事務局としまし

ては、国会の答弁を申し上げました、大きく３点でございますが、専門知識がある、ある

いは指導・監督の仕組みが制度上きちんとある、３つ目には、必要な人員が確保される、

こういう要件を満たす者として、まずは建築士であって、建物状況調査に関する一定の講

習を修了した者であることを想定しているということでございます。 

 建築士の資格を持たれていて、インスペクションの講習を受けた方々が、本年３月時点

で約１万１,０００弱いらっしゃいます。現時点では、もう少し増えていると思いますが、

そういう方々をまずは念頭に置いている次第でございます。 

 ただ、国会のご答弁でも申し上げましたように、それ以外の方々について、こういう要

件も念頭に置きながら、どう考えたらよいのかということについて、本日、委員の先生方

のご意見を賜りたいというのが１つでございます。 
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 なお、インスペクションでございますけれども、参考資料１に、白黒で恐縮でございま

すが、これは、既存住宅（戸建）のインスペクションを想定したモデル様式となっており

ます。同じように既存マンション用もあるのですけれども、ここのコピーは既存住宅（戸

建）を想定してございます。これを見ていただきますと、１ページめくっていただきまし

て、検査業務の実施概要、検査対象住宅の概要とありますが、特に４ページ、検査結果の

概要ということで、まず、基礎などの重要な部位に係る劣化の状況。それから、その下の

欄になりますと、シロアリなどの状況。右手の欄、内部になりますと、天井、内壁、床な

どの状況ということで、構造上、主要な部分や雨漏り等に関する部分などについて、モデ

ル様式として示しているところでございます。 

 本様式につきましては、住宅瑕疵担保責任保険協会が作成した講習用のテキストのモデ

ル様式ということで、これをもとに、それぞれの瑕疵保険会社が自分の会社に合った様式

をお使いになっているということになるかと思います。 

 こういうインスペクションを想定しているということで、建物について専門的な知識が、

ある程度、ある方ではないと、なかなか難しいのではないかというようなことも想定いた

しまして、私どもの考えとしまして、まずは建築士という方が想定されますが、中には設

計に専念されている建築士もいらっしゃいますので、実際にインスペクションするという

ことであれば、それなりに建物を見るポイントなどについて講習を受けられた方というの

が想定できるのではないかということで、まずは整理させていただいている次第でござい

ます。 

 あわせまして、関連いたしますので、資料５の４ページのインスペクションの調査対象

範囲について、先にご説明をさせていただければと思います。インスペクションの調査対

象範囲をどのようにするか、どこの部分まで調査するのかということについてでございま

す。 

 インスペクションにつきましては、きちんとした調査を行って、既存住宅売買瑕疵保険

に入っていただくことで、買主にとってもより安心な取引になると考えております。何か

あったときにも、保険から担保されるということにつながりますので。 

 私どもとしては、既存住宅売買瑕疵保険への加入というのを念頭に置いた形のインスペ

クションをやっていただくことが、今回の法改正に伴うインスペクションとしてはふさわ

しいのではないかというように考えてございます。 

 ４ページの上の段に「参考」とありますが、最初の○に書かせていただきました。まず
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は実態といたしまして、各宅地建物取引業者の団体におきまして、既存住宅売買瑕疵保険

への加入を前提とするインスペクション普及促進のための取り組みというのを実施してい

ただいているというようなことが１つ挙げられます。 

 それから、２つ目の○でございます。既存住宅売買瑕疵保険制度におきましては、構造

耐力上の安全性あるいは雨漏り、水漏れ等防止の観点から、次のような部分を瑕疵保険検

査の対象としているということで、まずアでございますが、構造耐力上主要な部分。これ

は、基礎、基礎ぐい、壁、柱、その他になります。また、イの部分、雨水の浸入防止とい

うことで、屋根、外壁、開口部における戸・枠その他の建具、排水管といったところを対

象としてございます。 

 我々といたしましては、現時点では赤字の部分になりますが、インスペクションの調査

対象範囲というのを、既存住宅売買瑕疵保険の対象としている範囲と同様にすることを考

えております。細かなチェックをかけていく必要はございますけれども、基本的に、瑕疵

保険の対象範囲と同様だと考えていくことがよいのではないかと思っている次第でござい

ます。それが、２つ目のインスペクションの対象範囲というようなところでございます。 

 それから、本日のご審議で、最後、検討事項の３番目になりますが、５ページに、改正

法を踏まえた標準媒介契約約款の見直しということで、手続の１つ目で、インスペクショ

ンの業者をあっせんしますか、どうですかと、あっせんの有無に関する事項を新たに手続

として導入するということがございました。これに関連しまして、資料を１つご用意させ

ていただきましたので、ご説明申し上げたいと存じます。 

 参考資料２というのが後ろに添付されておりますが、こちらをご参照頂きながらお聞き

賜れればと思います。 

 改正法におきまして、標準媒介契約約款を見直して、建物状況調査を実施する者のあっ

せんに関する事項を追加するということで措置されてございます。 

 参考資料２をめくっていただきますと、２ページの下のほうですが、この赤字の部分を

追加で記載したいというものでございます。 

 なお、標準媒介契約約款につきましては、あくまでも「標準」ということでございます

が、国のほうで、取引の参考にしていただくために定めているものでございます。 

 ここに、３で追加させていただいております「建物状況調査を実施する者のあっせんに

関する事項」ということで、あっせんの有無、あっせんするかしないかを契約の中できち

んと書いていただこうというのを追加させていただきたいと思っております。 
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 それが１つと、標準媒介契約約款につきましては、もう一つ、法改正に関連しまして追

記する部分があります。参考資料の２ページの上のほうになりますが、１成約に向けての

義務というところの三、赤字になりますが、目的物件の売買、交換の申込みがあったとき

は、宅地建物取引業者は、遅滞なく、これを売主に報告するというのを書かせていただい

ております。改正法第３４条の２第８項で同様の趣旨が法文上規定されてございます。そ

れに伴いまして、標準媒介契約約款にも、重要な話として盛り込ませていただくというこ

とにしたいというのが２点目でございます。 

 それから、あわせまして、３点目でございます。資料５の７ページになります。参考資

料２で言いますと、７ページになります。不動産流通４団体で、既に平成２３年６月に、

暴力団など反社会的勢力排除のためのモデル条項というのを入れていただいております。

なかなか、標準媒介契約約款の見直しという機会がなかったものですから、私どもとして

は、そういう意味では作業がおくれていた格好になりますけれども、今回、標準媒介契約

約款を見直すということでございますので、こういう反社会的勢力の規定を入れさせてい

ただきたいということでございます。 

 中身につきましては、それぞれの各事項を確約するということで、例えば、自らが反社

会的勢力ではないことというようなことを盛り込む。あるいは、第１８条第２項になりま

すけれども、次のいずれかに該当した場合には、相手方は、何らの催告を要せず、媒介契

約を解除するということを規定します。催告を要しない解除の要件として、反社会的勢力

であるようなことが判明したというようなことを記載する。 

 さらには、第３項になりますけれども、媒介契約を解除したときには、約定報酬額に相

当する金額を違約金として請求できるということを規定します。こういった事項について、

今回の標準媒介契約約款の見直しに合わせて挿入したいということでございます。 

 この標準媒介契約約款につきましては、今回の手続は、まさに、まずはあっせんという

ことがテーマとなりますので、資料５の５ページ、媒介契約書面のイメージとありますけ

れども、建物状況調査を実施する者のあっせんの有無について、標準媒介契約約款に盛り

込ませていただくということを措置していただきたいと考えてございます。 

 もろもろ、３点ほど申し上げましたが、まずはインスペクション、誰がやるのか、そし

てどこまでやるのかということを、いろいろご審議賜り、また、最後に標準媒介契約約款

の話についてご指摘を賜れればと思います。 

 説明がいろいろ混ざっておりましたけれども、以上でございます。よろしくお願いいた
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します。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 ここからは、資料５の１ページに提示されました３つの論点についてご議論をいただき

たいと存じます。３つと申しますのは、１ページの（１）インスペクションの①、誰が調

査するのか。それから２番目が、②、どの部分まで調査するのか、そして（２）約款の見

直しと、この３点でございます。順番に進めていきたいと存じます。 

 まずは、インスペクションに係る論点として、実施する者の要件をどのようにするのか

について、これは資料に関するご質問でも結構ですし、また、ご意見、幅広く頂戴できれ

ばと存じます。よろしくお願いします。 

 どうぞ、浅見委員。 

【浅見委員】  この参考資料の１の２ページ目に、検査業務の実施概要というのがござ

いまして、この中の上のほうに、「既存住宅現況検査技術者」というのがあって、資格とい

うことで、一級もしくは二級、木造建築士というのがあります。実は、その下に建築士で

はない資格者というのが３つ並んでいまして、これは、もちろん制度が違うとはいえ、こ

ういうことができるということでここに並んでいるのかなと思うのですが、この３者につ

いて、今回は、原案には入っていないのですけれども、おそらく何か不適格な要件があっ

て、この３者は入れていない。あるいは、入れることをちょっと迷っておられるというこ

とではないかと思うのですが、この３つについて、もしコメントがあれば教えていただき

たいのですけど。 

【中田不動産業課長】  恐れ入ります。こちらで紹介させていただきました参考資料は、

住宅局で定めている既存住宅インスペクション・ガイドラインに沿った形でつくっていた

だいております。インスペクション・ガイドラインでは、建築士に限定せず、建築基準適

合判定資格者あるいは建築施工管理技士も、講習を受けたらインスペクションができると

いう枠組みになっております。 

 ただ、一方で、瑕疵保険の扱いについては、建築士が実施したものについて保険制度の

対象とするということになってございます。 

 私どもとしては、今回のインスペクションは、瑕疵保険までたどり着くということも想

定いたしますと、瑕疵保険制度に引きつけて、まずは、建築士が念頭に置かれますという

ような話をさせていただいているのですけれども、浅見委員がおっしゃった、建築施工管

理技士などにつきましても、これからどういうように考えたらよいのかというところが、
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まさに論点の１つになってくるところでございまして、委員の先生方のご意見も賜りたい

と思っているところでございます。 

【中田部会長】  浅見委員のほうから、何かご意見、もしございましたら。 

【浅見委員】  おそらく、迷っているというのは、制度上、保険適用にならないという

ことだけで外しているのか、それとも、何か能力だとか、資格の内容等で、もちろん違う

ものですので何かしら違いがあるのですが、若干、そういう問題になりそうな部分という

のをちょっとご紹介いただいたほうがわかりやすいと思うのですが。 

【中田不動産業課長】  ありがとうございます。 

 私どもの迷っているというか、少し検討しないといけないのは、法律制度として、きち

んと指導・監督できる枠組みになっているのかといったところにおきまして、建築士につ

いては建築士法がございます。しかし、建築施工管理技士につきましては、法律という形

の枠組みではないということで、指導・監督といっても、法律制度の枠組みがある資格と

比べるとなかなか限界があるのではないかということで、まだ慎重な検討をする必要があ

るというように考えているところでございます。 

【中田部会長】  よろしいでしょうか。 

【浅見委員】  はい。 

【中田部会長】  ほかに。 

 山田委員。 

【山田委員】  今までのご説明の中に出てきましたとおり、国会の審議の中でも、委員

の先生方からの質問で、建築施工管理技士、宅地建物取引士、資格者で、それから対象と

して、①、②、③の資格を有する者ということで判断をするということになっていまして。

あと、問題が、首都圏近郊はよいのですが、地方において、非常に調査が難しいような遠

隔地ですね、そういうものをどうするかという問題も出てきています。 

 私ども業界としますと、できれば、宅地建物取引士が、国土交通省なりの一定のカリキ

ュラムを、そういう講習を受けた場合に、そのインスペクションの調査、インスペクター

として資格を与えていただくということができれば、こういう遠方の地域のことも問題解

決できますし、普及の意味においても効果があるのではないかと思います。 

 もちろん、一級建築士、二級建築士の資格というのは非常に大事だとは思いますが、イ

ンスペクション自体が、私どもが、今、取り組んでいる中でも、提携のインスペクション

業者は、６０項目ぐらい以上の調査をするわけですが、これ、全て目視によるものであっ
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て、基本的に、天井裏ですとか床下、開口部は条件としてあけさせていただいて、目視に

よるというものです。クラックも、目視ではかる。傾きも、器具を使って目視ではかる。

全て目視で、ほとんどが写真での状況調査報告と、２ページ、３ページの細部の調査項目

がついていますので、この目視という部分を考えると、一定のカリキュラムを経た宅地建

物取引士は資格を与えてもよいのではということと、また、物件自体も、新耐震以降とい

うことを大前提とした場合においては、例えば築３年、築５年できちんと検査済証も取れ

ていて、施工会社もきちんとして、図面もきちんと残っているとなれば、これは、例えば

業者自体の資格を持った者で見させても十分問題なかろうという範疇。あるいは、もう築

２０年ぐらいでかなり老朽化しているので、これは逆に、もう少し専門性を持った資格者

がいるところのほうがよいだろうという判断を、我々業者自身もできる、一般消費者も、

もう２０年たっているから、宅地建物取引士のほうの有資格者ではなくて、第三者、一級

建築士の資格を兼ねたインスペクターのほうの会社に頼みたいという、そういう選択肢が

あってもよいのではないかというふうに考えます。 

 あと、瑕疵保険の面では、もちろん宅地建物取引士が見たものに対して、瑕疵保険会社

が認めてくれれば一番よいのですが、そうでない場合は、私どもの保証協会での保証とい

うものも、法律的に何とか考えて構築できれば、フォローできるのかなと。それは、ちょ

っとこの期間では無理かもしれませんが、そのようなことをご検討いただければ、あるい

は普及していくのではないかというふうに思います。 

【中田部会長】  今、３点ほどご質問、ご意見を頂戴したと思いますが、お願いします。 

【中田不動産業課長】  事務局のほうでは、まずは建築士を念頭に置いているのですけ

れども、今、お話がありましたように、宅地建物取引士ではどうかとか、あるいはほかの

方ではどうかとかいうご提案もいただいているところでございます。そのときに、この３

つ要件がありますと申し上げましたけど、国会の議論の中でも、専門性がないとなかなか

難しいのではないかという話が、まず１つございました。これについては、今、講習とか

ご提案がございましたので、さらに私どもも勉強していく必要があると思うのですけれど

も、さらに、専門性があってきちんとした指導などができるかというようなところについ

て、制度のありようについて、これからどういうようなことだったらできるかということ

も含めて、さらに勉強、検討したいと思っております。 

 まずは、公布から２年以内の施行を考えて、念頭に置くのは、最初、建築士でよいのか

どうかというようなところもありますので、その辺も含めて、ご意見、ご質問を賜れれば
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と思っておりますのが１つでございます。 

 また、宅地建物取引士については、実際の売買の仲介をされる方でもありますので、第

三者性というか、お手盛りでというようなことが決してないようにしないといけないとい

うような論点も出てくるかと思いますので、そういったところについても、さらに私ども

の中でも詰めていきたいとは思っております。 

【中田部会長】  その物件の年数によって、選択肢はどうかとか、あるいは保証につい

てのご質問もあったかと存じますが。 

【中田不動産業課長】  保証の話は、宅地建物取引士が、もしインスペクションをきち

んとできるという前提に立った場合に、今の瑕疵保険ではないところも念頭に置かれての

ご提案をされたのかなと思いますので、まずは、そういうのも両にらみで考えながら、宅

地建物取引士だとすると、どういうことがクリアできるとインスペクションということに

足り得るかというのを、詰めさせていただければと思います。 

【中田部会長】  ありがとうございました。ほかに。小林委員。 

【小林委員】  要件につきまして、インスペクションの目的によって、今のお話の中に

もあったと思いますけれども、例えば瑕疵保険に入るのであれば、これは、保険会社が指

定した調査員でなければ、当然、費用もかかることですから、２度、３度というわけには

いかないだろうと思います。ただ、買主の安心を得るためか、もしくは建物が、今後、ど

れだけ耐用年数としてカウントできるのかとか、こういう問題だけであれば、それはそれ

で、そういう目的で、目視による調査でよいのだろうと思いますけれども、いずれにして

も、調査員のスキルはかなり重要な部分を占めてくると思いますから、私の意見としては、

そう簡単に、この調査員の資格を取るというのは難しいのかなという気がしています。 

 先ほどの検査結果報告書のひな形がございました。この４ページに、劣化事象等の有無

というところ、いわゆる検査結果の概要ですね。これは、この書面によりますと、部位等

に劣化事象があったか、ないか、確認できなかったかという３点で、それはよいのですけ

れども、総合評価というのがないのですね。ですから、消費者の買主がこれを見て、果た

して、このまま使ってよいのか、全て直さなくてはいけないのか、ちょっとわかりづらい

のだろうと思うのです。 

 現実に、直さなくてはいけないのなら、価格としてどのぐらいかかって、今の売価から

引いてもらえるのかどうかと、こういう交渉のもとにもなることですから、総合評価的な

ものがあったほうがよいのかなというように思いました。 
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 あと、資料５の２ページなのですけれども、この間の国会の質疑のことが書いてござい

ますけれども、この２つ目の○のインスペクション業者のあっせんやインスペクションの

説明が行える環境云々と書いてあるところに、次の答弁のほうに、「宅地建物取引業者が適

切に説明を行えるよう」と記載されています。これについては、一番初めにご説明を受け

たときに、たしか宅地建物取引業者が説明するというようには受けていないのです。もっ

と単純に、例えばインスペクション業者の、インスペクション業務に関する、何と言った

らよいのでしょうね、パンフレットみたいなものをお見せして、詳しくはインスペクショ

ン業者にお問い合わせくださいと。そのインスペクション業者については、国土交通省が

そういうサイトを設けて、登録制にするというふうにお話を聞いていたのです。だから、

あっせんとはどこまでという話もあるのですけれども、我々があっせんをして、ここで介

在したいという思いは実はないのです。説明責任はどうするのかということになってしま

いますから。 

 やっぱり説明したご本人から説明を受けるのが当然なのだろうと。費用をお支払いする

わけですから。と思うのですけれども、この辺については、我々、宅地建物取引業者に説

明をさせようというようなお気持ちなのでしょうか。 

 以上です。 

【中田不動産業課長】  まず、２点目のほうから。 

 確かに、ここの２ページで説明が行えるようと書いているのですが、媒介契約、重要事

項説明、建物状況報告書のひな形などを並列して記載しており、「説明」という言葉になっ

てしまって、少し過度な負担に見えたのかもしれません。すみません。 

 むしろ、適切に情報提供をしていただくということが主眼なので、そのときに、どうい

う形のものがよいかということで、書式について議論していただこうということでござい

ます。それが２点目でございます。 

 １点目につきましては、では、住宅局のほうから。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  住宅局住宅生産課の石和田といいます。よろしくお

願いいたします。 

 インスペクション・ガイドラインのところの４ページの結果の概要について、総合評価

がないとわかりにくいのではないかというご指摘でございましたけれども、それにつきま

しては、ご指摘のとおりでございまして、これについて、我々のほうでも見直すことで、

見直すというか、この建物状況調査用の様式をつくるということで、今、検討を進めてい
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るところでございます。 

 それから、先ほど来、瑕疵保険との関係が議論で出ております。瑕疵保険というのは、

住宅の瑕疵があった場合に、その瑕疵修補の費用を補償するということでございますけれ

ども、個人の売買のときに、検査業者がそれを保証した場合に瑕疵保険に入るのですが、

本来ですと、保険法人が、もう一度、現場へ行って検査して、問題なければ保険に入ると

いうことで、正式にいくと２回、現場を検査するということになります。ただ、それは過

重な負担になるのではないかということで、一定の検査技能を持った人が検査したもので

あれば、保険法人の検査を省略できるというような仕組みになっているところでございま

す。そうすることで、検査料も少し安くなったりするということでございまして、そうい

うことを前提にしまして、今回の建物状況調査を実施した場合には、保険に入るときに、

もう１回、調査するということではなくて、そのまま保険に入れるようにしようというの

が今回の考え方でございまして、これから、技術的にはそういったことを念頭に進めてま

いりたいということを考えております。 

【中田部会長】  よろしいでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 では、井出委員、宇仁委員の順に。 

【井出委員】  このインスペクションのガイドラインは既存住宅なので、先ほど齊藤委

員がお話になったマンションの状況をどう考えられていらっしゃるのか全くわかりません。

マンションですと、チェックをできる方の求められるレベルが異なりますし、齊藤委員が

おっしゃったように、共用部分と専有部分はどんなふうに分けてやってくのかというとこ

ろが課題だと思います。インスペクションの検査結果の有効期間というのも結構影響して

くるのではないでしょうか。例えば３年とか５年とか１０年前のどの共同大規模修繕や点

検などを活用し、共用部分に関しては一定期間の情報を使い、専有部分だけ売買時にイン

スペクションをやればよいという考えもあります。それぞれ仕組みや制度設計が違うと思

うのですが、それに関してはどう考えていらっしゃるのですか。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  今、おっしゃったマンションについても、今の既存

のインスペクション・ガイドラインでも、戸建とマンションで別々に記載がございます。

今日は資料として出ておりませんが、ございます。当然、それぞれに適した知識を持って

いるという前提で検査を行っていただくことが必要だと思っております。 

 具体的には、例えば建築士でも、一級建築士と木造建築士がございますように、木造建
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築士であれば、木造建築物しか検査できませんし、一級建築士であれば、当然、マンショ

ンの設計もできますし、検査もできる。そういったところで違いが出てくるのではないか

と考えております。 

【中田部会長】  よろしいでしょうか。 

【井出委員】  共用と専有、その区分けが一番大切と思います。 

【中田不動産業課長】  すみません、今日、資料をご用意しておけばよかったですね。

マンションのほうは、いわゆる基礎というのは、インスペクションの対象そのものには入

ってなくて、バルコニーとか外壁とか、そういうものは入ってございます。あとは、専有

部分について、柱、内壁、天井といった形になると聞いております。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  一応、基礎というか基礎回りは見るのですが。基

礎ぐいみたいな、中に入っているものは見られないのですけれども、いわゆる共用部分の

基礎ですね。その最低限の問題点がないかというところは、今でもチェックしております。 

【中田部会長】  ピロティーとか、廊下とか、エレベーターとか、そういうことでしょ

うか。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  それも、検査の程度にもよるのですけれども、一番

最低限の検査でも、基礎回りというところをチェックいたしますし、あとは、雨水防水の

外壁部分であるとか、そこら辺の最低限のところはチェックするということになっており

ます。 

【中田部会長】  よろしいでしょうか。 

【井出委員】  お願いなのですが、次回でも、あるいはメールでもよろしいのですが、

マンションのインスペクション・ガイドラインを送っていただけないでしょうか。 

【中田不動産業課長】  適切に対応したいと思います。 

【中田部会長】  よろしいですか。では、宇仁委員。 

【宇仁委員】  ちょっともとに戻るのか、要は、誰が調査するのかというところなので

すけれども、やっぱり専門性と指導・監督というのは、何があってもちょっと落とせない

部分なのではないかなというふうには思うのですね。確かに、今、ここの参考資料１でつ

けていただいているこれを拝見すると、目視で「有り」、「無し」、「確認できなかった」と

いうような形でしか書かれていません。だけど、これは、言ってみたら建物の今ある状態

の現象面の部分なのですよね。しかしながら、その現象面を見て、さらにその原因につい

てまで理解し、かつその原因と現象とを説明できる方が判断し、判断した結果として書か
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れているのが現象面だけというのと、そうではなくて、単に現象面を見て、ただ、その現

象を書いているだけというのでは、おそらくでき上がってくる結果報告書の意味合いとい

うのは随分異なってくると思います。 

 今、まさに小林委員からのご意見があったかと思うのですけれども、ここを見たときに、

総合評価というか所見の欄がありません。所見の欄がなければ、確かに現象面だけ書けば

よいような感じがするのですけれども、所見を書こうと思うと、この現象を見た結果とし

て、だからこの建物はこうだという判断の事項が必ずそこに入ってきます。そして、判断

できるのは、おそらくは専門家だけでしょうし、宅地建物取引士として、どれだけご経験

をお積みの方であっても、なかなかそこまでの責任を負担するというのは難しかろうとい

う気がいたします。 

 ですから、いろいろ皆さん方はご意見がおありかとは思うのですけれども、私は、やっ

ぱり建築士の方がふさわしいのではないかなというふうには思います。 

 あと、もう一つは、２つ目の、どの範囲を、どの部分まで調査するのかという。 

【中田部会長】  範囲については、また後ほど。 

【宇仁委員】  そうですね。 

 それでは、１つだけ。判断した内容の適正性という意味では、先ほど、この参考資料１、

これは、たまたまここの団体が使っておられるものかもしれないのですけれども、できれ

ば、書式の統一というのを、ある程度図っていかないと、どこが落ちていて、どこが調べ

られてなくてというのがばらばらになると、特に消費者の方は、何か調査すべき事項が落

ちていても、何が落ちているのかということがわからないということになるので。自由経

済ということには、もしかしたらちょっと反するのかもしれないけれども、書式を統一し

ていただくという中で、適正性というのも確保できるのではないかなと思います。 

 以上です。 

【中田部会長】  何かコメントはございますか。 

【中田不動産業課長】  インスペクションでどういうようなことを実施して、それを重

要事項でどう説明するのか、次回、その辺の話について、より具体的な紙に落としてご審

議賜りたいと考えてございます。 

【中田部会長】  それでは、浅見委員。 

【浅見委員】  ２つあるのですが、１つは、誰がするかという話なのですが、例えばで

すが、建築士の場合は、講習といっても伝えるだけの講習みたいな、テストはあまりない
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ような講習。それからもう一つあり得るのは、建築士以外が受ける場合は、ある種の資格

試験があって、それは、場合によっては国がある程度認定するような試験でというふうに

すれば、先ほどおっしゃった専門性と、それから監督の両方が可能だとは思うのですね。

もちろん、そのためにいろいろなことをやらなくてはいけないのですけれども、そういう

のもあり得ると思うのですね。だから、現時点は確かに建築士しかないのでしょうけれど

も、それを認めるとしたら、こういうことをしなければいけないというのも１つの方向性

かなというふうに思いますので、これは両にらみでやるというのがあり得るかなという感

じがしました。 

 それから、もう１点は、このインスペクション・ガイドのことで伺いたいのですが、「有

り」は明確で、例えばクラックが入っていれば「有り」ですが、「無し」というのも、おそ

らく目視の限りはなかったという意味では「無し」なのですが、「確認できなかった」とい

うのをどこまで認めるかで。例えば、私でも、全部「確認できなかった」というふうに書

くことはできると思うのですけど。あまりに無責任だと思うのですけど。 

 逆に言うと、「確認できなかった」というのが多いと、あまりインスペクションの意味が

ない可能性があるのです。もちろん、何となく、あけることができないから確認できなか

ったとか、非破壊ではできなかったとか、そういうことだとは思うのですけれども、ちょ

っとこのあたりの「無し」と「確認できなかった」の違いというか、「確認できなかった」

にあまりつけさせないような工夫とか、そういうのはされているのかどうか伺いたいので

すけど。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  おっしゃるように、「確認できなかった」というのは

原則としてはないので、「有り」、「無し」なのですけれども、やはりどうしても既存住宅で

すので、見られない部位というのは住宅によっては出てきます。そこは、どうしようもな

いので、最後、「確認できなかった」ということになります。例えば、小屋裏をあけて中を

のぞくということをやるわけですけれども、小屋裏の点検口がない場合とかがございます

ので、そういう場合は、確認できないということが住宅によってはあり得ます。そういう

ことで、こういった選択肢も残っています。原則は、やはり見ていただくということです

し、当然、そういうずるはしないという信頼が一番大事になってくるかなと思います。 

【中田部会長】  どうぞ。 

【濵田委員】  買主も消費者ですが、売主も消費者になります。買主がインスペクショ

ンをするに当たっては、購入前のインスペクションになるでしょうから、売主の意向も確
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認する必要があると思いますし、インスペクションの結果によっては、契約が成立しない

こともありえます。 

また、実際の仲介の現場では、インスペクションをするための点検口がない場合もありま

す。国土交通省の指摘のように、点検口がなく検査会社が見ることができない検査箇所が

あった場合は、インスペクションを行った検査会社から、確認できなかったという内容の

結果報告書が出されます。しかし、現在でも、そのことを売主も買主も了解して契約に至

っています。 

【中田部会長】  ありがとうございます。 

 もう既に２番目の論点、つまり調査範囲をどのようにするかに徐々に入っておりますの

で、あわせて、この第２の論点、資料５の４ページもあわせてご意見を頂戴できればと存

じます。 

 どうぞ、唯根委員。 

【唯根委員】  質問なのですが、どなたが検査するかというところで、先ほどから保険

の話が出てきたので、私たちが、住宅保険、地震保険、火災保険に入っていて、何か損害

があったときに、保険会社の鑑定人というか、損害がどれだけ発生しているか、状態を見

る人というのが、やはり専門家でいるのですけれども、そういう方たちと、今回の既存住

宅現況検査技術者という方々とは全く違う技術というか、見る目というのは違うのでしょ

うか。保険会社の鑑定人は相当見る目が厳しいと伺っているのですが、専門家違いなので

すかという。すみません、素人の質問で申しわけないのですが。 

【中田部会長】  お答え願います。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  我々もよくわからないところもあるのですが、損害

保険、火災保険とか、被害があったときに鑑定人が来て、幾ら幾らと、そういう鑑定をす

るという意味で、正直、特別な資格は必要ないのです。実際、何が損傷したかというのを

確認しているというのが損害鑑定人です。 

 今回のインスペクションというのは、事前に見まして、ここの構造上に問題がないかと

いうのを確認するので、例えば同じ壁にひびが入っていましても、構造上に問題がないか、

構造耐力を支えている壁なのか、そうではない壁なのかとか、そういったことを、知識を

持ってやらないといけないので、やはり建築士の資格、知識を持ったような方が事前に見

て検査するといったことが行われていると、そういう違いがございます。 

【中田部会長】  ほかに、いかがでしょうか。 
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 熊谷委員。その後に、山田委員、お願いします。 

【熊谷委員】  すみません、まだ①に若干かかわるところなのですが、１点、教えてく

ださい。現行で既にインスペクションの制度が、ある程度、もうワークはしているのだろ

うと思うのですけれども、その中で、例えば検査の結果、瑕疵といいますか、大きな問題

がないとしていたのに、しかしながら、実は、その後、引き渡しの後、問題が出てきて紛

争になるような事例というのが、果たしてどの程度あるのかというような、何かデータの

ようなものがあれば、ちょっと教えていただきたいと思います。 

 というのは、現在、ワークしているインスペクションの制度、これも、多分、今の取引

の実務から言うと一歩前進であることは、これは間違いないのだろうと思うのですね。つ

まり、何らインスペクションのようなものが今までなく取引されていたことと比べると、

売主にとっても買主にとっても状況がわかるようになるという意味では、一歩、前進であ

ると。 

 ただ、もし、今回、新しく業法の中で制度に位置づけるもので、インスペクションをす

る人の対象を建築士だけと限った場合には、今の制度よりも、ある意味、資格者が少なく

なるということでもあって、今のものよりも、ひょっとしたら少ない資格者の中で回さな

ければいけないというようなことも考えて、それでよいのかという問題もあります。実際、

今現在のこの状況の中で、何かトラブルのようなものが起きているのかどうかというのは、

１つ大きなポイントにはなってくるのかなと思います。 

 その上で、保険の対象になるインスペクションと、保険の対象にはならないのだけれど

も、こういった一定の状況の調査をしていますということがわかる取引というのが、選択

できるような形にしてもよいのではないかなとも思うので、もし、今の状況がわかれば教

えていただきたいなと思います。 

【中田部会長】  お答え、もしいただければ。 

【石和田住宅瑕疵担保対策室長】  すみません、住宅局です。 

 我々のほうで瑕疵保険というのがございまして、保険に加入している場合には、それが、

その後、事故があったかどうかというのは確認できるわけですが、保険に加入しない場合

には、正直、今、全くわからないというのが実情です。先ほどもございましたが、今、既

存住宅流通のうちで、保険に加入しているのが５％ということですので、その分について

はわかるのですけれども、それ以外が、実態、どうなっているかというのは、正直、把握

できないというところでございます。その５％の中でどれぐらいあったか、ちょっと手元
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には、今、ないのですけれども、また確認させていただきたいと思います。 

【中田部会長】  選択を認めるかどうかというのは、また、今後、引き続きご検討いた

だければと存じます。 

 それでは、山田委員。 

【山田委員】  今のことに関連してなのですが、私どもも、全国の地方本部のほうと取

り組みをして、各所で、今、研修会を、一生懸命、行っているところです。私どもが取り

組んでいるインスペクションの会社、基本的には、もちろん検査する会社と瑕疵保険、担

保するほうの会社は別ですけれども、これが、基本的にワンセットになっていないと、料

金の問題等で難しい部分があります。今、インスペクションは、私ども、研修を受けてい

る中で、大体、先ほど申し上げたように目視でできる部分、２時間から３時間かけて調査

を実施します。先ほどもありましたけど、開口部がない場合は見られない。もしあけるの

であれば、点検口を設置してということになります。 

 ただ、瑕疵保険の会社のほうがそれでもよいということになれば、お客様のほうの、消

費者のほうの保険は担保されるわけですので、その調査項目でわからないという部分があ

っても、それをよしとするかどうするかは保険会社の判断になります。 

 それから、もう一つ、隠れた瑕疵についても、基本的に、今、私どもが取り組んでいる

瑕疵保険の会社は、壁を剥がしてみて、実は、湿気ていた場合、そこを、買主がリフォー

ムしたときに、剥がしてみて初めてわかったという部分については担保されるという保険

になっています。その辺は、当然、目視だけで、壁を剥がして調査するわけではない調査

です。２～３時間でやる調査ですから。それは、専門性は求められますけれども、最初の

話に戻って恐縮ですが、そこまでの目視での調査なので、一定のカリキュラムを含んだ講

習を受けた宅地建物取引士でも、そこまでの部分だったらできて、なおかつ、瑕疵保険の

会社がそれだけでは足りないというなら、そこの講習も受けた者が資格を持つ。なおかつ、

宅地建物取引士に第三者性があるかということもありますけれども、基本的には、全て全

国登録されていて、何年かに１回の法定講習を受けて、その法定講習の中で、このインス

ペクターとしての資格を持っている人は、別講義の１時間とか１時間半を受けるとか、そ

ういうこともできるわけですので、そういう部分で第三者性もあるのではないかと。もち

ろん、一級建築士の方とかが、それはベストかもしれませんが、普及させていくというこ

とを考えたら、建物の築年数の程度とか、そういうものもありますので、ぜひ、そこは建

築士ありきで進んでほしくないなという部分は非常にあります。 
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【中田部会長】  ありがとうございました。 

 少し時間が押してきましたので、ご意見、ご質問をお出しいただいて、まとめてお答え

いただくというようにしたいと思います。 

 齊藤委員。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。 

 このインスペクションを依頼するのが、売主か、買主でもよいのかというのによっても

違ってくると思ったのですが。 

 宅地建物取引業者がかかわらないということになると、売主がされた場合、買主は、そ

の情報を、紙を見せられただけではわからないので、その内容を誰かに確認したくなり、

宅地建物取引業者にどうしても聞きたくなるのではないでしょうか。でも、「かかわりませ

んよ」となると、消費者は不安になるのではないか。流通にかかわってくるので、ぜひ、

どちらがやっていくかによって、インスペクションを実施した人がどういうふうに、その

後、その情報を提供していくかということも、あわせて検討していかないと、安心した流

通につながっていかないのかと思いました。１点目です。 

 ２点目は、今日、マンションの情報があったらよかったなと思ったのですが、やはりマ

ンション、これ、保険との関係になると、共用部分の構造部分が重要な情報になってくる

と思います。保険に入るために、毎回、調査をするというわけにいかないので、一度、調

査したものをストックしていって、これを使っていけるようなスキームになっていくとよ

いのかなということを思っております。 

 そういう意味では、ある情報をうまく活用していくということで、ぜひ、今日、インス

ペクションだけなのですが、たしか宅地建物取引業法の改正部分にイとロがあって、ロは

設計図書、点検とか、そのほかの過去の図面、点検、修繕履歴です。そういうものとセッ

トしないと、インスペクションは現状しかわからないので、その情報とセットにして、い

かに消費者に安心できるかということで、ぜひ、そちらのほうもご検討の中に入れていた

だきたいと思います。 

 インスペクションの情報も、例えば１年たってしまうと、今の状況ではない。そうする

と、過去の情報になるので、このロのほうの情報に入っていくと思うのですね。過去の点

検の情報。そういったものもあわせて、消費者の方が安心できるというようなことを、少

し、次回でもご検討いただける材料にお出しいただけたらと思います。 

 以上です。 
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【中田部会長】  ありがとうございました。 

 ほかに、ご意見。よろしいでしょうか。ちょっと、今、制限してしまったみたいで、申

しわけございませんでした。 

 今、山田委員、齊藤委員からいただいたことについて、もしコメントがございましたら。 

【中田不動産業課長】  誰がインスペクションをするのかという点につきましては、山

田委員と浅見委員からもご指摘がありましたが、私どもとしては、建築士を念頭に置いて

おりますけれども、限るというつもりではなくて、さらに勉強させていただければと思い

ます。 

 ２点目、齊藤委員から、今、話がありました、売主、買主、両方からどのような流れで

情報提供していくのかというようなご指摘をいただいておりますので、この点については、

次回までにわかりやすい形で、委員の皆様にご審議いただけるようなものを検討させてい

ただきたいと思います。 

 また、マンションについても、今日、マンションの資料がなかったものですから、今の

ご指摘も踏まえまして、次回、説明できるようなものを用意させていただければと思いま

す。 

【中田部会長】  それでは、その点、また次回にご用意いただくということでお願いい

たします。 

 ちょっと駆け足になって恐縮でございますが、論点の３つ目、標準媒介契約約款の見直

しについてご意見をいただきたいと思います。 

 ３点あるわけですが、インスペクションのあっせん、それから成約に向けての義務、反

社会的勢力の排除でございますが、今日は第１のインスペクションのあっせんが中心でご

ざいますので、こちらを中心にご意見をいただければと存じます。 

 小林委員。 

【小林委員】  このあっせんの内容といいますか、あっせんの仕方についてですね。先

ほどちょっと申し上げたように、例えばシステム的にはこういうものがありますよと。そ

れに付随して、瑕疵保険というのもあるのですというご説明をしますけれども、たしか国

土交通省のほうで、何か、私どもが説明しやすいような書面をおつくりいただいて、それ

を簡単にご説明して、実際の問い合わせについては、インスペクションを実施する会社に

説明を受けるという。買主、もしくは売主がですね。たしか、というようなシステムのよ

うにお聞きしたのですが、その辺はどういうふうにお考えでしょうか。私どもがあっせん
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するというあっせんの仕方。 

【中田不動産業課長】  法律上のあっせんという言葉なので、単にリストを見せたり、

ウエブでこのインスペクション業者がありますよというだけでは、十分ではないのかなと

いう気がしております。ただ、どういう形でやっていただくというのが、法律上、求めた

あっせんの要件を満たしているのかというのを、私どもも、まさに、あっせんの深さにつ

いて勉強をしているところでございます。審議会でいろいろなご意見も賜りながら、こう

いった形でのあっせんをやればよいのではないかというところまで含めて、さらに、宅地

建物取引業者の皆様方にお話もしていかないといけないので、検討を深めたいというのが

今の正直なところでございます。 

【中田部会長】  どうぞ、続けて。 

【小林委員】  これ、「有無」になっていますから、「無し」の場合がありますよね。こ

ういうシステムはあるのですけれども、うちはあっせんしませんよということでもよろし

いということですね。 

【中田不動産業課長】  インスペクション業者をあっせんできない方もいらっしゃるの

で、「無し」なら「無し」というのでも構わないと考えています。 

【小林委員】  そうですよね。「無し」があるのですもんね、これ。わかりました。 

【中田部会長】  それでは、丹羽委員。 

【丹羽委員】  インスペクション事業者のあっせんが「有り」とした場合に、依頼者の

側では当然「信頼できる事業者を紹介してくれるのか」とか、あるいは「インスペクショ

ンには幾らぐらいかかるのか」、「費用の負担はだれがするのか」など聞きたくなるのでは

ないかと思います。そう考えると、「有り」に◯を付ける、あるいは「有り」と記載するだ

けでは、消費者に対して少々不親切な気もしますし、また、実際にあっせんする事業者の

あてもないのに「有り」とする仲介業者が出てこないとも限りませんので、可能であれば、

媒介契約書面のどこかに、あっせんできるインスペクション事業者の名称を書き添える欄

をつくる、あるいは、別途、あっせんできる事業者の名称や費用などの概略が分かる資料

の添付をするようにしてはどうかと思います。 

 また、あっせんする事業者については、消費者に対する公平・中立という意味も含めま

して、１社に限定せず複数事業者とする形にしてはどうかと思います。 

 以上です。 

【中田部会長】  それでは、山野目委員。 
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【山野目委員】  小林委員のご心配はごもっともであるというふうに感じます。宅地建

物取引業法の法文が「あっせん」という言葉を選んだのは、こういうことではないでしょ

うか。多分、やわらかい言葉を使えば「紹介」に近いようなものでありましょうけれども、

おそらく「紹介」では少し軽くて、そこで「あっせん」になっている。宅地建物取引業者

の皆様の感覚で紹介プラスアルファ、何かが求められるものであろうというところについ

て、何をしていくかということをこれから検討し、少し大変な部分というものは、多分、

国土交通省のほうでもご一緒になって悩んでいただけるのではないかというふうに想像し

ます。 

 それから、検討事項の③に関連しますけれども、検討事項①で話題になった、誰が現況

検査をしますかという問題について、宅地建物取引士のような方を含めて拡大して考える

というご意見も議論で交わされましたけれども、極めて慎重に考えていただきたいと感じ

ます。宇仁委員のご意見に同調します。 

 それから、検討事項の②も、若干関係しますから申し上げますと、マンションのことを

書き分けたインスペクションのガイドラインを、事務局も先ほどからおっしゃっています

が、ぜひ、次回の会議資料にしていただきたいと望みます。ここのところ、少し議事の混

乱があったのではないかと感じます。 

 しかし、また同時に、宅地建物取引業法の法文自体は「建物」と書くほかないものであ

り、齊藤委員と井出委員がご心配になったことの、もう一歩先の奥行きのことが、いつか、

次々回や次回において、ここでまたきちんと議論されることがあればよろしいのではない

かと感じました。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、山田委員、そして中城委員。ちょっと時間が押していますので、手短にお願

いいたします。 

【山田委員】  媒介契約のところの、今のインスペクションの説明については、有無と

いう紹介には、私どもで考えるのは、やっぱりインスペクションの概要、検査方法等を全

部記載されているパンフレットですとか、そういうものを別添資料というような記載の仕

方で、別添資料にある建物状況調査についてというふうな表現にしていただいて、必ず媒

介契約締結時に、建物調査の内容の書面を別添で説明しないと、お客様は初めてですので、

全然内容がわからないと思いますので、そのようにしたほうが明確かと思います。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 



 -40- 

 それでは、中城委員。 

【中城委員】  インスペクション、発展的に定着することを強く希望しております。ま

ず、媒介契約のとき、次に、重要事項説明のとき、さらに、契約後の３７条書面交付の際

に関連情報が提供されることを評価します。一方で、売買の一連の流れで、どのタイミン

グでどういうふうにインスペクションをするのが一番有効かとか、そういったことについ

ては、次回以降の議論になるのだろうと思いますが、そういう観点から、資料５の６ペー

ジでございますけれども、三、乙は、遅滞なく報告すると、こういうことで、このとおり

なのだろうと思いますけれども、例えば、既に１人の買いオファーがあって、それに続け

て第２、第３の買いたいというふうな人があったときに、遅滞なく売主に連絡すると、そ

ういうふうな理解でよろしいでしょうか。 

 そういたしますと、一番最初の買主候補者がインスペクションを希望して、インスペク

ションしている期間中に次の買主候補者が現れると、遅滞なく連絡して、第２番目のほう

が高い買値といいますか、よい条件を提示すると、そちらのほうに決まってしまうという

ことになりますと、第１番目の方がインスペクションをしていたことが、無駄になるとい

いますか、そういうふうな懸念もありますけれども、そういう理解でよろしいのでしょう

か。 

【中田部会長】  ほかにご意見、ご質問はありますでしょうか。 

 どうぞ、熊谷委員。 

【熊谷委員】  １点だけなのですが、あっせんがなかなかわかりにくいので、具体的な

業務フローみたいな、どんなものを想定しているのかというのを、次回で結構ですので、

このような流れのものをあっせんと言うのですというのを出していただけるとわかりやす

いのかなと思います。単なる情報提供ではないと。 

 ただ、多分、両者の間に入って契約成立に尽力するというところまで求められていない

はずだと思いますので、どの程度のあたりをあっせんということで業務の流れで考えてお

られるのかを、ちょっと明らかにしていただければと思います。意見です。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 大体いただいていますが、あと、反社会的勢力についてのご意見はございますでしょう

か。 

 それでは、今まで頂戴しました意見について、これは、また次回の会議でもご対応いた

だければと存じますが、今日の段階でもしございましたら、全てではなくても結構ですけ
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れども、一言。 

【中田不動産業課長】  ありがとうございます。 

 大変論点の多い話でございますので、いただいた意見について、次回、整理したいと思

っておりますが、あっせんの中身について、紹介プラスアルファという、山野目委員の話

がございました。私どもも、まさにそういうつもりで、今日のご議論も踏まえて中身を考

えたいと思っております。 

 １点だけ補足致します。標準媒介契約約款について、あっせんの有無だけ記載させてい

ただきましたのは、インスペクション業者と、また別途、契約になると思うのですけど、

紹介してもらったインスペクション業者が嫌で、別のところに変えたりするケースも多々

あると思います。その場合に、媒介契約を一々変更しないといけないのかというようなこ

とを考えますと、ここは、媒介契約においてはあっせんの有無ということにさせていただ

いて、あとは、どういうようなあっせんをするのかということについて、本審議会でもい

ろいろご意見を賜りましたので、私どもは、宅地建物取引業者の皆様方に、こういうよう

な形でやっていただくというのがあっせんですというのをさらに詰めて、ご提示できるよ

うに、勉強、検討を深めていきたいと思います。 

 その他、たくさんのご意見をいただきましたが、論点が深いので、また整理させていた

だいて、次回の審議会でご審議を賜りたいと思います。 

 以上でございます。 

【中田部会長】  ありがとうございました。 

 まだ、ご意見がおありだと存じますけれども、時間が来ておりますので、引き続き、次

回以降、ご審議賜れればと存じます。 

 どうしても一言ということがございましたらですが、よろしいですか。申しわけありま

せん。 

 それでは、本日の審議はこれで終了といたします。 

 事務局から連絡事項がありましたら、よろしくお願いいたします。 

【中田不動産業課長】  ありがとうございました。 

 次回の不動産部会でございますが、１１月９日水曜日、１０時から１２時に開催させて

いただく予定でございます。詳細につきましては、委員の皆様に追ってご連絡をさせてい

ただきます。 

 また、本日お配りさせていただきました資料につきましては、大部でございますので、
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席のほうに置いていただきますれば、後ほど事務局よりご送付させていただきたいと思い

ます。 

 本日は、長時間にわたるご審議、まことにありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


